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１.感染に関する対応策

1）感染予防対策等

https://www.niid.go.jp/niid/images/epi
/corona/2019nCoV-01-200407.pdf

「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理
(2020年4月7日改訂版)」

国立感染症研究所

「新型コロナウイルスに関するQ&A
（医療機関・検査機関の方向け）」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya
/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00004.html

厚生労働省（2020年4月7日）

「歯科医療機関における新型コロナウイルスの感染拡大
防止のための院内感染対策について」

https://www.mhlw.go.jp/content/000620324.pdf

厚生労働省（2020年4月6日）

https://www.mhlw.go.jp/content/000620705.pdf

「医療機関における新型コロナウイルス感染症への
対応について（その３）」

厚生労働省（2020年4月7日）



3）院長または従業員の感染が判明した場合

2）院長または従業員に感染を疑う症状がある場合

・かかりつけ医受診の際にはまず電話相談し、指示を仰ぐ。

・風邪の症状や３７．５度以上の発熱が４日以上続く場合、
強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合
には、保健所などに設置される「帰国者・接触者相談セン
ター」に問い合わせる。

・各職務は休止し、自宅にて健康観察を行う。

・所轄の保健所へ報告し、保健所の指示に従う。

・従業員、濃厚接触者の感染の有無の確認

・診療所の休診

・診療所の消毒

（濃厚接触者の感染可能性を判定
するため、概ね2週間程度？）

・広島県歯科医師会事務局へ報告する。

http://www.hiroshima.med.or.jp/important/
coronavirus2020/20200401_p2.pdf

広島県医師会 「最寄りの保健所」

帰国者・接触者相談センターページ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/k
enkou_iryou/covid19-kikokusyasessyokusya.html

厚生労働省

TEL : 082-263-8020広島県歯科医師会



5）感染を疑う患者が来院した場合

・患者が発熱や上気道感染症状を有しているということのみを
理由に当該患者の診療を拒否することは、応召義務違反とな
る可能性があるため、歯科診療の前に内科もしくは「帰国
者・接触者相談センター」に誘導する。

・対応について診療室入り口や待合室に予め掲示し、院内で
も周知徹底しておく。

・手指消毒用アルコール等を設置し、患者に使用を促す。

・消毒作業を徹底する。

・予約や相談などは電話対応に留め、「帰国者・接触者
相談センター」や適切な医療機関に誘導する。

・直接来院した場合は院内での対応を極力避け、院外で応対する。

4）診察した患者の感染が判明した場合

感染経路の追跡により保健所や行政等から連絡あり

・広島県歯科医師会事務局へ報告する。

・保健所の指示に従う。

・院長、従業員、患者等濃厚接触者の感染の有無の確認

・診療所の休診は院長の判断による（休診の規定なし）

・診療所の消毒

※院長、従業員がマスクおよびゴーグル（フェイス
シールド）、手袋を装着していた場合には、濃厚
接触者とはならない可能性が高い。

※安全のためには2週間程度の休診が望ましい。



２. 経営に関する対応策

1）感染の流行により経営状況が悪化した場合

【資金繰り支援融資】

・日本政策金融公庫・・・・・・参考資料１

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html

「新型コロナウイルス感染症関連」「経済産業省の支援策」

経済産業省

「新型コロナウイルスに関するQ&A（企業の方向け）」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html#Q3-1

厚生労働省（2020年4月10日）

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/covid_19_m.html

「新型コロナウイルス感染症特別貸付」

「特別利子補給制度」の併用による
実質的な無利子・無担保融資

・独立行政法人福祉医療機構・・・・・・参考資料２

新型コロナウイルス感染によって事業停止などになった医療
関係施設に対し、優遇融資を実施。長期運転資金の貸し付け
利率の引き下げ実施、既往貸付の返済猶予の相談に対応。

https://www.wam.go.jp/hp/wp-
content/uploads/iryo_corona_chirashi.pdf

「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」

https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/pamphlet.pdf

経済産業省



【税・社会保険・公共料金等の支払い猶予】

https://www.mhlw.go.jp/content/000620361.pdf

「新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した
被保険者等に係る国民健康保険料（税）の減免に対する財
政支援について」

厚生労働省

・持続化給付金（緊急経済対策）・・・・・・参考資料３

4月7日に閣議決定された「緊急経済対策」において盛り込ま
れた、中小企業200万円、個人事業主100万円の現金給付策。
特に厳しい状況にある事業者に対して、事業の継続を支え、
再起の糧となる事業全般に広く使える給付金を支給するもの。
現在、制度の具体的な内容や条件について検討されており、

詳細が決まり次第公表される。

【給付金】

「持続化給付金に関するよくあるお問合せ」

https://www.meti.go.jp/covid-19/jizokuka-qa.html

経済産業省

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/
kansensho/pdf/0020003-044_02.pdf

国税庁

「新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困難な
方には猶予制度があります」

「新型コロナで支払い猶予 税・スマホ・公共料金など」

日本経済新聞

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO57629070
T00C20A4PPE000/



3）感染が判明したために一定期間閉院した場合

2）感染の疑いにより従業員が職務を休止した場合

・一方、例えば「熱が 37.5 度以上あること」など一定の
症状があることのみをもって一律に従業員を休ませる措
置をとる場合のように、雇用主の自主的な判断で休業さ
せる場合は、一般的には「使用者の責に帰すべき事由に
よる休業」に当てはまり、休業手当（平均賃金の100分
の60以上）を支払う必要がある。

・新型コロナウイルスかどうか分からない時点で発熱などの
症状があるため従業員が自主的に休む場合は、通常の病欠
と同様に取り扱う。

・雇用調整助成金の特例措置

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた
事業主が、雇用の維持を図るための休業手当に要した費
用を助成する制度。

感染拡大防止のため、4月1日～6月30日の緊急対応期間中
は、全国で全ての業種の事業主を対象に雇用調整助成金
の特例措置を実施。

https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/koyojyoseimadoguchi.pdf

雇用調整助成金に関する主な問い合わせ先一覧



②従業員の感染が判明して一定期間閉院した場合

仕事中に新型コロナウイルスに感染したのであれば、
治療費を労災保険から全額支給してもらい、仕事を
休んでいる期間の給料の８割を補償してもらうこと
ができる。

・労災保険

https://www.mhlw.go.jp/new-
info/kobetu/roudou/gyousei/rousai/040325-12.html

「労災保険給付の概要」厚生労働省

①院長の感染が判明して一定期間閉院した場合

院長が感染したときのみに支払われる。疑いで
あったり、スタッフが陽性で医院を休診する場合
は含まれない。

・広島県歯科医師会団体医師賠償責任保険
（損害保険ジャパン日本興亜株式会社）

患者に対して医療上の過失によって障害をもた
らした場合の賠償保険なので、新型コロナウイ
ルス感染症に関して支払われることはない。

・所得補償保険（広島富士見株式会社）

・短期所得補償保険（広島富士見株式会社）



5）小学校等の休校により従業員に有給休暇を取得させた場合

「小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得
支援のための新たな助成金を創設」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html

厚生労働省

・小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援
のための助成金

4）感染予防のために一定期間閉院した場合

・雇用調整助成金の特例措置

新型コロナでの医療機関の自主休業、「雇用調整助成金の対象」
厚生労働省の達谷窟庸野高齢・障害者雇用開発審議官は3月19日の参院厚
生労働委員会で、医療機関が新型コロナウイルス感染症に伴い自主的に休
業した場合には、雇用調整助成金に係る特例措置の対象となると説明した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況により、今後
の対策・支援についても追加変更等が予想されます。最
新情報の確認をお願いします。また、融資・給付金・助
成金などについては条件があります。詳細については各
HPからご確認ください。



参考資料１



参考資料２



参考資料３


